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lCo3 雇用システム・ 労働の質・技術革新の 相互関係の変容に 関する分析 

0 藤 祐司，渡辺 千匁 ( 東工大社会理工学 ) 

1 . はじめに 

日本では、 工業を中心とした 国際競争力の 向上・先進国へのキャッチアップを 達成して行く 過程において、 一定の経 

済合理性を踏まえた 様々なシステムが 構築されてきた。 日本型雇用システムに 代表されるそうしたシステムは、 安定的 

な成長が達成されていた 80 年代までは有効に 機能してきた。 しかしバブル 崩壊以降の低成長時代に 入り、 さらには 情 

報 此等に伴 う 産業構造の変化、 国民意識の変容などもあ いまって、 従来のシステムが 機能しなくなってきている。 こう 

したシステムの 変容に伴い、 終身雇用制、 年功序列賃金の 廃止が急、 ピッチで進められている 一方、 新たなシステム 構築 

ほ ついては未だ 確定したものはない。 

本研究においては、 賃金と生産性の 上昇率との間の 動態バランスの 維持機能に成される 技術の貢献を 中心に 、 既存の 

システムの崩壊の 過程を見ることにより、 労働の質と技術の 間の相互関係の 分析および労働の 質を考慮した 新たな効率 

的な賃金決定メカニズムの 可能性を探る。 

2. 分析のアウトライン 

2.1 技術・労働のホメオスタシス 機能 

国民経済レベルでの 賃金決定に対する 指針として生産性基準原理があ る。 この原理によれば、 国全体の平均賃金上昇 

率を国内経済の 実質生産性の 上昇に一致させた 場合、 賃金コストの 上昇による国内インフレはゼロになる。 この動態バ 

ランスの維持において、 稀少資源の生産性の 向上を軸とした 技術の代替メカニズムは、 労働生産性の 向上を為し得なが 

ら賃金上昇に 伴ラインフレを 極小化させ、 かつ労働者の 福祉の極大化を 維持する、 という形で貢献してきた ( 図 lL 。 こ 

消費の増加 ヰ 需要の喚起一生産の 増加 コ のように様々な 働きにより常に 一定の均衡状態が 保たれ 

@ よ る う な機能を有することをホメオスタシスと 呼んでい 
。 ""'" " Ⅰ所得の増 力 Ⅰ                                                                                         る 。 

相対的な賃金レベル 
。 " コストの増加 "" """" ヰ           しかし近年の、 技術ストックの 増大・技術の 陳腐化の 

"" 。 " Ⅰ         加速・バブル 期における実質研究開発費の 低調等により、 A77% / 
所得のぬ 少 ，我が国製造業における 研究開発強度の 低下が激しい。 こ 

@>fc.  @IB@BWKW  --.  )Bffl@@@@@  @-@@@' 
の 代替の促進 の 研究開発強度の 低下に伴う技術の 限界生産性の 低下は     技術の稀少資源 ( 労働 ) に対する代替を 減少させ、 ひい 

てはこの技術の 代替メカニズムの 低下が賃金の 上昇率と 
資本 ス l                                     乃 助 ハ ． 産 Ⅱ・の抑制             

生産性上昇率とのバランス 維持を危ういものとしている 

懸念があ る。 

図 1. 経済成長黍道における 賃金上昇に対するインパクト 

2.2  賃金決定メカニズムにおける 主要因の関係の 明確化 

2.2.1 賃金・生産性・ 技術の関係の 明確ィヒ 
賃金決定における 要因としては、 生産性を示す 要因、 労働力需給を 示す要因、 消費者物価のインフレ 率を示す要因、 

相対価格面から 見た企業の収益環境を 示す要因などが 挙げられる。 しかし、 これらの他に、 世間相場や所得の 再配分と 

いった「日本型雇用システム」として 一般に称されるような 要因もまた賃金決定に 影響を与えているものと 考えられる。 

こうしたシステム 的な要因は効率的に 働くことで、 新たな技術を 生み出すのみならず、 生産性の上昇を 促すなどの弁明 

示 的な技術の構築する 要素としてもみ 逃すことはできない。 
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賃金の決定要因として 技術を考えることは、 賃金決定メカニズムにおける 分析において、 ホメオスタシス 機能に見ら 

れるような生産性の 向上，労働・ 資本との代替と。 った 制度的、 構造的変化にも 対応することを 可能にする。 

そこで、 賃金上昇に対する 技術の貢献を 測ることにより、 賃金決定メカニズムにおける 賃金・生産性といった 要因と 

技術の関係を 明示化し、 賃金決定要因のひとつとして 技術を取り入れることの 妥当性を確認する。 

2.2.2 賃金プロフアイル 関数による技術と 賃金上昇の関係の 実証 

賃金決定の要因分析の 手法として、 賃金プロファイル 関数があ る。 この関数は以下の コブ   ダグラス型生産関数で 

表現される。 

げ二 A 債 合決定要因 ド x  ノ ニスケールファクター 

この関数に技術ストックを 明示的に取り 込むことにより、 賃金の上昇における 技術の貢献を 測る。 技術以覚の賃金決 

定 要因としては 労働生産性、 有効求人倍率、 消費者物価指数を 用いた 簗 

技術ストックを 明示的に取り 込んだ賃金プロファイル 関数 

  
T : 技術ストック ， Y 屯 : 労働生産性， JK: 有効求人倍率， CPI : 消費者物価指数， D : ダミー 

T に対しては景気変動に 応じて係数ダミーを 用い、 景気の変動に 伴 う T の貢献の変動を 観測した。 

表 1. 賃金プロファイル 関数による賃金の 上昇における 技術の貢献の 分析 (1974-1998) 

  V/L@ JR                                                                                                                                                       ""---- ‥ """"-"""m"W" … """m 一 - … " …‥一一一 - 一 -- 一一 - 一一 """-"""- CPI 一 m-- ___adi.R22  一一一 -m 一 DW m 一一   
74-78  79-82  83-86  87-90  91-94  95-98 

食品 
0.548 0.536 0.534 0.540 0.536 0.541   0.193 0.034 

(2.10)@ (2.05)@ (2.05) (2.09)  (2.08)  (2.09)  (1.03)  (5.17) (26.76) 1.210 0 ・ 995  2.13 
繊維 

0.230 0.242 0.239 0-244 0-251 0.273   0.053 0.010 

(1.70)@ (1.75)@ (1.76)@ (1.86)@ (1.93)@ (2.18)@ (0.290)@ (0.147) 1.037 (4.93)  0.994  2.50 
紙 ・パルプ 0 ・ 825 0.073  膳 39)  0.081  (1.49)  0.092  ㏄ 62)  0.088  ㏄ 60)  0.081  ㏄ 50)  0.083  ㏄ 55)  -0.304 (2.27) 0.074 (4.17)  (8.19) 0.998  2.65 
化学 

0.232 0.237 0.285 0. Ⅰ 04 0.056 0.926 
0.223  (2.87)  0.226  (2.88)  0.230 (2.94)  (3.00) (3.01) (3.08) (4.99) (4.99) (13.26) 0.999  2.64 

電気機械 0.273  (3.08)  0-272  (3.04)  0.271  (3.03)  0.270  (3.08)  0.268  (3.11)  0-277  (3.11)  ， は 0.067  04)  0.035  ㏄ 74)  0.035 (1.74)  0.997  1.68 
精密機械 0.310  (4.81)  0.313  (4.73)  0.310  (4.77)  0.305  (4.89)  0-301  (4.89)  0.307  (5.10)  -0.090 (1.70) 0.081  (5.17)  0.823 (6.83)  0.998  1.94 

以上の結果から   技術が賃金決定において 生産性上昇要因、 物価上昇要因などと 並んで、 重要な要因の 一つであ るこ 

とが実証された。 

そこで、 次に技術・労働のホメオスタシス 機能に示される 動態バランスの 維持に果たす 技術の貢献を、 技術集約的で 

あ る製造業を対象に 分析することにより、 今日日本が直面している 技術革新と経済成長との 間の好循環の 破綻の懸俳を 
実証的に確認する。 

3. 実証分析 

3.1 分析のフレームワーク 

生産性基準原理 3 に従 うと 、 平均賃金上昇率を 実質生産性上昇率に 一致させれば 賃金上昇によるインフレはゼロにな 

る。 これは、 

①労働分配率を 次のように定義する。 

  
rc : 労働分配率、 W: 名目賃金 (= 一人当たり雇用者所得 ) 、 L: 労働投入 量 、 P: 物価指数、 Y: 実質 GDP 
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②この両辺を 微分し、 変化率を観る ( 「・」は微分値であ ることを示す ) 。 

九 ， 脇 -P/-% げ眈 ) 
③労働分配率は 変化しないという 仮定のもとで、 物価制御という 政策目標を立てると   

酪，り イノ け 77 
つまり、 名目賃金上昇率二実質国内経済生産性上昇という 式が導かれる。 この原理は先に 延べた、 技術・労働の ホメ 

オスタシス機能であ ると云える。 

インフレなき 持続的成長を 続けてきた日本は、 技術が賃金の 変化率と生産性の 変化率との間のギャップを 最小限に抑 

える よう に機能してきた。 つまり、 技術 は ギャップの絶対値に 対し、 マイナスに働くことになる。 

以上より、 賃金の上昇率と 労働生産性の 上昇率のギヤノ ブ を目的変数とし、 タイムトレンドおよび 技術の変化率を 説 

明変数とすることで、 以下のように 技術の賃金上昇率と 生産性の上昇率における 動態的なバランス 維持機能を分析する。   D, : 係数ダミー 

この貢献の推移を 製造業における 伝統的素材産業であ る食品，繊維，パルプ・ 紙 、 そして代表的なハイテク 産業であ 

る 化学，電気機械，精密機械の 合せて 6 業種について 技術の動態バランス 維持機能を分析することにより   パラダイム 

の変容に伴 う 産業構造の変化の 過程を分析する。 

3.2  分析の結果 
表 2. 技術による生産性上昇と 賃金のバランス 維持への貢献の 推移 

  
  7 4 一 7 8 7 9 一 8 2 8 3 一 8 0 

食 & 86 .2 1 t .67 l .65 l .6 4 
    Ⅰ・ ち 0   

  0 ． 8 5 0 .9 l 0 .9 4 0.9 3 
0 ・ 2 9       

パ lL フ     3 .9 7 0.22 0.2 2 0.25         
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図 2. 賃金 / 労働生産性と 技術ストツ ク の相互の関係 
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表 2 から分かるよ う に、 技術による生産性上昇と 賃金のバランス 維持への貢献の 推移は、 ローテクノロジ 一であ る食 

品，パルプ，繊維といった 素材型産業においては 一頁してプラスの 方向に 、 逆に化学，電気機械，精密機械といったハ 

イテク産業ではマイナスに 働いている。 これより、 技術先行型のハイテク 産業においては 先に述べた技術・ 労働の ホメ 

オスタシス機能が 健全に働いて 来たことが伺える。 

しかし、 図 2 ( 賃金と労働生産性の 比とテクノストックの 散布図を示した ) を見ると   この機能が 1987 年頃 のバブル 

初期を堺に低下傾向を 示し、 バブル崩壊の 1991 年頃 からその降下が 急激に加速していることが 伺える。 そこで、 技術 

による生産性上昇と 賃金のバランス 維持への貢献の 推移を 1986 年までのバブル 期前、 1987 年から 1991 年までのバブ 

ル期、 そして 1992 年以降の低成長時代にわけて 回帰した。   
1974 一 1986 までは ダミ 一なしで   1986 一 1991 と 1991 一 1998 までは係数ダミーを 置き、 一括して回帰。 

く 結果 ) 

b@ R2@ DW   R2@ DW b@ R2@ DW 

化学 74.86  一 0 ． 955  0 ． 839  1.73  電気 74 、 86  一 1.241  0 ・ 979  1.28  精密 74.86  一 0 ． 57  0 ． 937  1.25 

(.7.96) (.7.96) (.5.76) 

86-91 一 0.474 0.861 2.04 86-91 一 0.873 0.971 1.42 86-91 一 0.245 0.276 1.30 

(.4.99) (,4.99) (.2.89) 

92-98 一 0.469 92-98 一 0.863 92-98 一 0.229 

(,5.11) (.10 ． 94) (.2.71) 

その結果、 ハイテク業界においてすら、 1986 年のバブル期からすでに 、 技術による賃金と 生産性の上昇率における バ 

ランス維持機能の 低下が表れていることが 明らかになった。 

ハイテク産業における 技術と賃金および 生産性上昇率との 間に横たわるバランス 機能の急激な 低下と同時に、 バブル 

以降の構造変化は、 伝統的素材産業であ るローテク産業界の 間でも広がっているよ う に見受けられる。 ただしハイテク 

産業とは異なり、 その維持システムが 好転しているような 傾向を見せてはいるが、 これが技術による 貢献なのか、 それ 
とも技術とかわる institutional な システムによる 影響なのかはまだ 明らかではない。 

4. 結論 

今回の分析においては、 産業分野別の 技術・労働のホメオスタシス 機能とも云 う べき、 賃金の上昇と 生産性の上昇と 

の間にあ る、 技術のバランス 維持機能の推移を 見ることにより、 その技術の貢献度合がバブル 期を前後して 急激に低下 

したことを示した。 こうしたバランス 維持機能の低下は 一業種に限ったものではなく、 グローバル化、 情報化といった 

産業の構造変化と 期をいつにする 現象であ るものと考えられる。 
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